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※ 今後の検討により、内容等に変更が生じることがありうる。  
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障害保健福祉改革推進室   



18年4月以降の利用者負担の上限額管理方法について   



上限額管理の基本的な仕組み  

1上限額管理者は、あらかじめ、対象者の利用する個別給付（日中活動サービスや居宅  
サービス）の利用予定状況を把握する。  

2 上限額管理者は、月末段階で、各サービス提供事業者から利用実績及び定率負担相当   
額を把握し、整理する。  

※ サービス提供日順による整理を原則とするが、事業者及び対象者の同意があれば、入所施設やグルー  

プホーム分を先に支払う方法や、月の利用実績額に応じて按分する方法も可能。  
（国保連の支払システムにおいては、提供日順による整理により構築する方向で検討）  

3 上限額管理者は、対象者に確認を取ったうえで市町村に結果を集約して送付する。  

4 市町村は、上限額管理者の集約結果を前提として審査支払を行う。  

18年4月から9月まで上限額管理者になれる者   

在宅生活者の場合  

ホームヘルプサービス事業者、通所施設、障害者デイサービス事業者、児童デイサービス事業者  
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18年4月から9月までの【在宅生活者】  

利用者負担の上限額管理事務標準処理及び様式例  

今後、事務内容については、詳細を再度提示する予定。  

あわせて、グループホーム世話人の事務、18年10月以降の事務についても提示する。  
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利用者負担上限管理事務【支給決定から管理者の設定まで】  

支給決定月又は支給量変更決定月  

1 市町村は支給決定時又は支給量変更決定時に、決定支給量を金額換算して、利用者負担について上限額を超えると   
見込まれるものについては、上限額管理を行う必要があると判断して、受給者証予備欄に「利用者負担上限額到達見込   
者」と印字した受給者証と「上限額管理依頼届出書」を交付する。   

2 「上限額到達見込者」と認定された者（以下「認定者」という。）は、2以上のサービス事業所と利用契約を締結したときに、   
いずれかのサービス事業所に上限額管理の依頼を行うことができる。   

3 認定者より依頼を受けた事業所は、「上限額管理依頼届出書」の事業者記入欄に必要事項を記載して、認定者に交   
付し、受給者証より、認定者にサービス提供を実施している事業所を把握する。   

4 認定者は、市町村に「上限額管理依頼届出書」、「受給者証」を提出する。   

5 市町村は、提出された書類を確認して、受給者証に上限額管理者名を追記して、受給証を再交付する。   

6 再交付を受けた認定者は、受給者証に上限綾管理者名を確認する。   

7 認定者は、上限額管理者に受給者証に上限額管理者名が記載されたことを報告する。   

8 上限額管理者は、他の事業者に認定者の上限額管理者となったことを連絡する。  

認定者が、事業者に上限額管理を依頼を行うのは、利用者負担分の償還給付分を現物給付とすることが目的である。  
従って、認定者が、管理依頼を行わず利用者負担額が上限を超えた際には、高額障害福祉サービスと同様に、市町村  

に利用者負担額の償還給付の申請を行い、市町村から金銭給付が行われることとなる。  
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